









































































































































































































































































































器禁止先行条約（Nuclear Weapon Ban Treaty）、３．NPT を中心に、
CTBT、FMCT など核兵器の諸禁止事項を包括したフレクシビリテイーのある
枠組み合意、４．１～３の混合型である。このうち３の枠組み合意が最も核兵
器側との交渉において力を発揮すると思われる。フレキシブルに種々の取り決
めをタイムテーブルを協議しながら設定するやり方を採用できる。これは核兵
器国側のいうステップ・バイ・ステップとほとんど変わらないような時間差を
もうけつつ段階的に禁止条約の実現をもたらすのではないだろうか？　日豪両
政府によってまとめられた核不拡散・核軍縮に関する国際委員会（ICNND）
の報告書には短期、中期、最終段階の長期的タイムテーブルが示されている。
そこに緩やかな形で核兵器禁止条約の成立を核兵器国側が承認するというぎり
ぎりの交渉が行われることが、交渉の最大の山場となるであろう。
まとめ
　2017年は人類にとってきわめて重要な核兵器廃絶をめぐる最大の分岐点にな
132
ることが予想される。人間の安全保障の完全確立の前提として、核兵器禁止条
約の成立をいかにして核兵器国と非核兵器国が信頼を醸成しながら、人類的英
知を傾けて共同作業によって実現するかが問われている。唯一の戦争被爆国の
日本が果たすべき役割は限りなく大きくかつ重要である。
